
The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

い じめ問題に関す る国際比較研究

○森田洋司 （大阪市立大学） ○滝 　充 （国立教育研究所）

○米里誠司 （科学警察研究所〉　原 田　豊 （科学 警察研 究所）

　今回の発表 では、日本 、 イギ リス 、 オラ ン

ダ 、
ノ ル ウ ェ

ーの 4か国で共通 に実施 したい

じめ調査 のデータを比較す るこ とに よ り、 い

じめ現象の 普遍性 と日本の い じめの特徴につ

い て考察す る こ とを目的とする 。

1 ．各 国の教 育

　最初に 、 以下の 比較分析に必要 とな る各 国

の 教育的・文化 的背景 につ い て概観 してお く

こ とに する 。

（1）イ ギ リス

　 イギ リス は、イ ングラ ン ド、ウ ェ
ー

ル ズ 、

ス コ ッ トラ ン ド、 および 北ア イル ラ ン ドの 4

地域か らな る。 こ れ らの 地域 によ っ て それぞ

れ異なる教育制度 が導入 されて い る。 しか

し、前2者は ほぼ同様の 教育制度で ある こ と、

お よび 、 イギ リス の 全人 口の約 90％をこ の 2
地域で 占める こ とか ら、 本発表では 、 イ ング

ラ ン ドで の 調査 をもっ て 、 イギ リス 調査 と呼

ぶ こ とにする 。

　 イギ リス の義務教育は 5歳〜 16歳の 11年
間である。初等教育は 5 〜 11歳の 6年間で、

多 くは 6年制の 初等学校で行われ る。初等学

校は さらに 、 幼 児部の 2年間 と下級部の 4年

間に分か れ るが 、 こ れ らを別学校 として設け

て い る地域もある 。 初等学校で は 、 原則 とし

て ひ と りの 担任 教員 がすぺ て の 教科 を担 当

し、能力別 クラ ス 編成は あまり見 られない 。

　中等教育は、総合制 中等学校、モ ダ ンス

クー
ル 、 グラ マ ース クー

ル等があ るが 、 総合

制中等学校が公立中等学校の 9割を占める 。

総合制中等学校は さらに5年 間の 前期 （義務

教育段階まで ）と 2年間 の 後期に分 かれ る 。

中等学校で は 教科担任制 が とられて い る 。

　 なお、こ の ほか、フ ァ
ー

ス ト・ミ ドル ・ア ッ

パ ーとい っ た区切 りを採用 してい る公立学校

も存在するが、全体に 占める割合は小さい 。

　 イギ リス の場合 、
エ リー トは、パ ブ リヅ ク

ス クー
ル を経 由して オヅ クス フオ

ー
ド大学や

ケ ン ブ リッ ジ大学 に入学す るが 、 男子は 13

歳、 女子は 10歳の 時に パ ブ リ ヅ クス クー
ル

に入学するための共通入学試験を受験 しなけ

ればな らない 。しか し 、 こ の ようなパ ブ リッ

クス クー
ル に進学 する のは少数派で 、 国民の

9割以上は公立の 学校に通 う。

　 か つ て公立学校の体系に は 、 総合制中等学

校が な く、 グ ラ マ ー
ス クー

ル、テ クニ カル ス

クー
ル 、モ ダ ンス クー

ル からな る複線型の 学

校体系で あ っ た。こ れ ら の うち 、 どの 学校に

進学す るか に よっ て将来の職業や社会的地位

がある程度規定され る傾向にあ っ た 。 子 ども

たちは 11歳に なる と、 どの 中等教育学校 に

進学 す るか を決定 す る試験 （イ レブ ン プラ

ス ）を受けなければな らなか っ た 。 人生の岐

路 を 11歳とい う早い 時期に行うこ との 是非

が議論され 、 1960年代 ご ろか らこ の試験が廃

止され、総合制中等学校が設立され るよ うに

な っ た 。

　30年以 上経た今日で は 、 総合制中等学校 が

公 立の 中等学校の 9割を占め るようにな り、

進路決定の 分 岐点は名実ともに 16歳 まで延

期された と言 っ て よい 。 したが っ て 、 小学校

か ら中等 学校へ の 進学は 、 日本におけ る進学

と同様に 、 比較的環境の 変化が少ない 。

　学年の呼称は、た とえば 、 イ ギ リス の 第 6

学年が オラ ンダの第8学年 にあた っ て い るの

で 、 混乱を避け るため に 、 イギリス の 第 5学

年と第 6学 ldl
初 等学　　を小学 5年 、 小学

6年 、 イ ギ リス の 第 7学年 、 第 8浬

　　第 9学
年　　等学　　を　学 li 、　 学 2年　　学
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3年と、 本詬査で は呼ぶこ とにす る 。

　 イギ リス の 学年暦は、9月か ら始 まる 3学

期制である。秋学期が 9月下旬か ら 12月 中旬

の ク リス マ ス 休暇前まで、春学期が 1月上旬

か ら3月または4月のイ
ー

ス ター
休暇前まで 、

夏学期が イー
ス ター休暇後 か ら7月下旬 まで

とな っ て い る。調査実施時期は学年末の 6 〜

7月である 。 春学期 が短 い こ ともあ り、麺

対 遡及． は 「ク リス マ ス 日 琵
x

の 2

学期間に わ たる 。

（2 ）オラ ン ダ

　 オ ラ ンダでは、1985年の 初等教育法に よ り

保育学校が初等学校に統合 され、義務教育開

始年が 6歳 から5歳に引 き下げ られた 。 法律

で は、「5歳に達 した翌 月か ら 16歳に なる学

年の終 了まで 」が義務教育 と定め られ てい る

が、 99％が5歳に なる学年の 最初の 月か ら（し

たが っ て、入学時は 4歳）入学する こ とが多

い の で 、 実質的に は 12年間の 義務教育とな っ

て い る 。

　 4歳か ら 12歳までの 8年 間が、初等学校で

ある 。 教授方法は
一
斉授業 よ りも個別指導の

方が 多い 。 そ れぞれの 学年で は原則 として 1

年間、ひ と りの学級担任にほ とん どの 教科 を

教えて もらう 。 日本 と大き く違 うの は 、 小学

校で も落第が 日常茶飯事で 、 13歳で 初等学校

に 留年 して い る割合は 1割 を越 して い る 。 し

たが っ て 、 同
一

学年の集団 をとりあげて もそ

こ には年齢的なばらつ きが あ る 。 なお 、 初等

学校の約 3分の 2が私立学校であ り、 教育方

法や教育内容には多様性 が見 られ る 。

　多様性 を重ん じるとされ るオラ ンダでは 、

中等学校の制度 も複雑であ る。児童は初等学

校を卒業す ると6年制の大学予備学校 、 5年
制 の上級普通 中等学校 、 4年制の 下級普通 中

等学校、4年制の職業準備学校の 4種類の 中

等学校の うち 1種類 を選択 して進学す る 。 進

学する中等学校の 種類によ っ て将来の 進路が

ある程度決定され るの で、小学校の卒業時点

が人生の 大 きな岐路 とな っ てい た 。

　13歳とい う早い 時期に進路 が決ま っ て し

ま うとい う弊害が指摘 され、1993年に は改革

が行わ れた 。 それぞ れの 中等学校の うち 、 最

初の 3年間は 、 全 中等学校共通 の 基礎教育課

程 を設ける とい うもの で ある 。 進路の 最終的

な決定を基礎教育課程終了後 に延期 するこ と

が 目指 されて い る 。 どの 中等学校に進学 して

も 3 年後に進路変更で きるの で あ るが 、 多様

な学校の 学校間格差 が実質的に存在 し 、 小学

校卒業時点で 、 どの 学校に進学するかは、本

人に とっ て依然として大 きな関心事とな っ て

い る 。

　 日本で は （そ して他 の 2国におい て も）、 小

学校の 卒業生はほ ぼ地元の 中学校 へ と進学す

る 。 小学校と中学校の 学校規模や校区割の 違

い に よ り、中学校で は 小学校 とは多少違 っ た

成員構成となるが 、 地元の 子 どもたちがほぼ

全員通 うとい う意味で は 、 小 ・中とも同 じよ

うな集団とな る。

一
方、オ ラ ンダで は、中等

学校の種類に よ り 「輪切 り」 に され るの で 、

子 どもに とっ て は、小学校か ら中学校に進学

する時に受ける環境の変化は他の 3国に比べ

て 大 きくなる 。

　中等学校で は服装に 関す る校則は な く、 喫

煙 を禁止す る法律もない の で 、 ピ ア ス をつ け

た生徒が タバ コ を吸い なが ら教師 と雑談する

場 面を 目撃する こ とも珍 し くない 。また 、 学

校で の暴力は多 く発生 してお り、平均的な学

校 の 教師の 5％、大規模な学校では 7．7％以

上の 教師が 1年間の 間に暴力 の犠牲とな っ た

とい う世論調査 （オ ラ ン ダ国立教育研究所 、

1978年）が ある 。

　なお、オ ラ ンダの 第 7学年 と第8学　が 、 日

本の 小学 5年と小学 6年、オラ ンダの 第 9学
と第 10学年 が　本の　学 1 一と　学 2年に

あたるため、本発表で は 、 日本の 学年呼称 を

用 い る 。

　オ ラ ン ダでは 、 夏休みは 6週 間で あ るが、

地域によ っ てその 時期が異 なる。そ れは 、 夏

休み による リゾー ト地の 混雑を緩和 するため

であ る。 夏休みは 6月末 から 9月初め の 中の

6週間が充て られ る 。 その ため 、 学年暦 は も

地域によ っ て異な るが 、 おおむね 8月 に始 ま

り 7月に終わ る 。

　オ ラ ン ダには、少な くとも小中学校におい
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て は 、 日本の ような学期の 概念が あ ま りな

い 。 学年 が始 まる と10月に 1週間の 秋休みが

あ り、 12月 にク リス マ ス休暇がある 。 2月下

旬に 1週間の春休み があ り、 4月下旬か ら5月

土旬に 1 〜 2週間の休暇がある。2 カ月 ご と

に休暇が入 る 。 日本の 通 知表 にあ たる もの

が 、 ク リス マ ス 休暇前、 3月下旬 、 学年末の

7月に保護者に 渡され るが、それで も日本や

他の 国に見 られ るよ うな 「学期」 とい う感覚

はあま りない よ うである 。本調査を実施 した

5〜 6月は学年末にあた り、諦査 ・ 遡及．

　の 「ク リス マ ス 　日 £　　は学　の
X

半 に

は正式名称 と通称 （旧呼称）とが存在 して お

り、混乱す る こ とも多い。S W
1997年 5 〜 6　　では、　 制度で あ っ たの

で 、 第 5学年と第 6学年　 の等 が 日

の 小学 5 −、小学 6　に あた り　第 7 〜 9学

前．　 等 が 日　の 学 1〜3年に

あたる 。

（3 ）ノ ル ウ エ
ー

　 ノ ル ウ ェ
ーの 義務教育は、1997年8月か ら

6歳か ら16歳まで の 10年間に延長 された 。 こ

の 10年間の 教育は基礎学校 とよばれ る学校

で行わ れ る 。 基礎学校は さ らに 、 7年間 （本

調査の実施時点の 1997年 5月で は 6年間）の

初等段 階 と3年間の前期中等段階に分 かれ る

が 、 両段階 を含 んで い る学校数は全学校数の

約 2割で あ り、 残 りはい ずれか の段階 しか設

置されて い ない 。

　 したが っ て 、 おおむね 7 （6）年制の 小学校

と3年制の 中学校がある と考えて よい 。 人口

密度が低い こ とか ら、 学校規模は 小さ く、 400
人以上 を超える学校は全学校総数の 3 ％に過

ぎない 。また 、 全学校総数 の約 3割が複式学

級方式 を採 用 し、総数の約 8％が 1学校 1学

級 （全学年 を含む複式学級）とな っ て い る 。

　 i学級あた りの 上限人数は、初等段階で 28

人 、 前期中等段階では 30人であ るが 、 実際の

1学級あた りの平均人数はそれぞれ 18人、22
人であ る 。 今回調査 したの は、1学年 に 2学

級以上を有 する学校であるの で 、 ノル ウ ェ
ー

におい ては 比較的規模の 大きな学校での調査

である と言え る 。

　学年の 呼称 は 、 義務教育開始年 が 1年早 く

な っ た 1997年の 8月 を境に変更された 。 た と

えば初等段階終了学年は、以前は 「第6学年」

で あ っ たが、1997年 8月以降は 「第 7学年」

とな っ た。現在で も 、 学年の 呼 び方 におい て

あた る 。 本報告書で は 、 混乱 を避けるために 、

日本式の 学年呼称 を用い る こ とにする 。

　なお 、 ノ ル ウ ェ
ー

におい て も、小学校 卒業

時点におい て輪切 りに され るこ とはな く、 原

則 として全員が地元の 中等学校に進学するこ

とにな る 。

　ノ ル ウ ェ
ー

の学年暦は 、 8月に始ま り6月

に終わる。本詬査 が一施された 5〜 6月は 、
ノ

ル ウ ェ
ー

の 学年末 にあた り、 詬査 対　遡及．

は 「ク リス マ ス　暇以　　の 1学 ．　 にわ

たる 。

2 ．本調査 の い じめ の定義

　い じめの 被害の 実態に つ い て 調査を行 う場

合 、 単純に 「あなたはい じめに遭い ま した か」

とい っ た設問だけで は 、 統計的に意味の ある

分析は 困難であ る 。 とい うの は、何 をも っ て

「い じめ」 と認識する かとい う基準が 回答者

に よ っ て違 っ て くるか らで ある。い じめの 定

義 が個 々の 回答者に よ っ て 異な っ て い る場

合 、 それ らの 回答の 集約で も っ て い じめの 被

害率等 を論 じるこ とはで きない 。

　そ こ で 、 本調査では、調査票の 中で 回答者

に対 して い じめにつ いて例示的に説明 した上

で 、
い じめ に 関す る質問 に回答 して もらうこ

とに した 。 当事者による解釈 の 多様性 を最小

限に とどめるためである 。

　本調査で採用 した説明文は 、 欧米で も引用

され るこ との 多い D．オル ヴ ェ ウス による調

査票を元に して 、 本国際研究チームが作成 し

た もので あ る 。 当然の こ となが ら、 こ の 説明

文は、該当国の 言語に翻訳され、すべ て の 国

の 調査票に記載 されて い る 。

　本調査 票におけ る 「い じめの 定義 」は次頁

の とお りであ る 。

　また、本調査で は 、 い じめの 被害を 1学期
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間に限定 して児童生徒に質問 して い る 。 従来

の い じめ を取 り扱 っ た調査票の 多 くは「過去

1年間」 とい う区切 りが もっ とも一般 的であ

るが 、 遡及的調査法 におい て は 、 期間が長 く

なればなるほど回答の 曖昧さが増大す る とい

う問題点が指摘されて きた 。 と りわけ 、 こ の

調査の 対象者が児童生徒で ある こ とを考慮 し

て 、遡及期間が短 く、 かつ 児童生徒 が期間の

区切 りを明確に意識 しやす い 「学期 」とい う

期間を設定 した。

　　　の 　合、諦 査を行 っ たの は平
’
9年 1

月で あ り、 諦査対　遡及．　 は 平　 8　 の 2

学 ． と量
定 した 。 　 の 3か 　もそ れぞれの

の 学年　に 合わせ 、日本 と同 羨に 諦 査対　遡

及．　 を1 定 した 。 オ ラ ンダとノル ウ ェ
ー

は

平成8年の 12月終わ りの ク リス マ ス 休暇か ら

平成 9年の 5月 （または 6月）の 約 6か月 間、

イギ リス は 平成8年の 12月終わ りの ク リス マ

ス 休暇か ら平成 9年の 6月 （または 7月）の

約 7か月間が調査対象遡及期間で ある。

3． い じめ被害の 経験率

（1）〔被害経験者〕の 定義

　 日本の 場合、 調査遡及期間の 「2学期」 に

学校でい じめを受けたと答えた児童生徒（以

下、〔被害経験者〕と記す ）は、全体 （有効

回答数6 ，906）の 13．9％（959人）であ っ た （『児

童生徒の い じめの 生成メカニ ズム とその対応

に関する総合的調査研究』（平成8年度〜平成

9年度科学研究費補助金 （基盤研究 （A）（1）研

究成果報告書）平成 10年 3月 、 12頁）。

　 本発表で言 うい じめの〔被害経験者〕とは、

い じめの 被害頻度を聞 く問 13に おい て 、 2学

期に何 らかの頻度で い じめの被害にあ っ た と

答えた児童生徒の こ とであ る 。 ただ し 、 こ の

調査 票では 、 さ らに児童生徒に さまざ まな角

度か らい じめ の 実態を質問 して い る（問 14か

ら問 28）。 その ため 、 回答者 の 中には 、 た と

えば問 13で 「2学期に 1回か 2回だ けい じめ

られ た」 と答えてい るに もかか わ らず 、 問 15

（い じめ被害期 間）な どの 問に 「2学期に い じ

め られたこ とはない 」と答えて い る児童生徒

が い た 。

　本発表で は 、 こ の よ うな回答 を 「不整合 」

（欠損値）として 扱い
、

い じめ被害者の 定義

を統計的に最も厳密に とらえ、 問 13〜問 28

で 首尾一
貫 して 「い じめ られた」と答えて い

る児童生徒 の み を 〔被害経験者〕とした 。間

13を単独で計算 した場合、何 らか の い じめ を

受けたと答えた率は 17．7％で あ っ たが、上記

の よ うな処理 を した結果 、
「不整合」 で ある

回答 を除外 した 〔被害経験者〕率 13．9％を得

た 。

　なお、本報告書 の問 13〜 間 28の 分析で は、

た とえば日本 の 場合、こ の 〔被害経験者〕959

人 を基礎として 統計処理 を行 っ て い る 。

　これ と同様の 方法で 、 各国の 〔被害経験者〕

の割合 を計算 して み る と、 イギ リス が 39．4％

とも っ とも高 く、 続 い て オ ラ ンダが 27．0％、

ノ ル ウ ェ
ーが 20．8％とな っ てお り、 日本の

13．9％は最 も低 くな っ て い る。
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（2 ）以下の 考察におけ る統計処理の 母数

　本報告書の 以下の 考察では 、 上 で 述べ た

『児童生徒の い じめの 生成メ カニ ズ ム とその

対応に 関する総合的調査研究』で採用 した処

理方法 で 4 か国の 〔被害経験者〕を計算 し 、

い じめ被害にかかわ る設問は すべ て各 国の

〔被害経験者〕数を母数 として統計処理す る

こ とに す る 。

　海外の調査で主流とな っ て い る集計方法で

ある、頻度重視の集計 （た とえば、週に 1回

以上の み をい じめ と して数え 、 学期に 1〜 2

回は無視する ）で はな く、『児童生徒の い じ

めの 生成 メカ ニ ズ ム とその 対応に関する総合

的調査研究』の 方法を採用する理 由は 、 た と

え 1回で もい じめ られた と訴 えてい る児童生

徒の 回答を尊重する こ とが調査倫理上適切 で

あ り、 なおか つ 意義があるこ とこ と、そ して、

「不整合 」 のあ るデータを欠損値 として扱 う

こ とに より統計処理上の 正 確性を追求するこ

と、の 両者を最適化する処理方法で ある と考

えたか らで ある。

（4 ）被害率比較の 全体的傾向

　 さて 、こ こ まで の データ比較 で結論で きる

こ とを整理 してみたい 。

　 まず 、 学校に おけ るい じめ の 現象が、4 か

国共通 して生 じて い るこ とで ある。い じめ現

象の 性質がそれ ぞれの 国に よ っ て どう特徴 が

あるかとい っ た分析は ひ とまず後の考察にゆ

ずる と して 、 日本の教育言説で さかんに言及

されて きた 「い じめは 日本独 特の現象」 とい

うの は まっ た くの 神話で ある こ とが 、 こ れ ら

のデータよ り明 らかにな っ た と言え る。い じ

めは決 して 日本独特の 病理では ない の であ

る 。

　 もうひ とつ 、こ れ らの データか ら言 えるこ

とは 、 共通 して調査 を行 っ た 4 か国の 中で 、

日本の い じめ被害経験率が も っ とも低い こ と

で ある 。 しか し、こ の こ とか ら、日本の い じ

め が諸外国 と比べ て深刻ではない と結論づけ

るのは明らかに誤 りであ る 。

　たとえば 、 高頻度長期被害者 （週に 1回以

上い じめ られ 、 かつ
、 1か月以上 にわた っ て

い じめられて い る被害者）に着 目し、〔被害

経験者〕の 中に 占め る割合 を計算 してみ る

と、日本は 17．8％と最も高い 値を示 してお り、

逆 にオ ラ ンダ が 11．8％、 イギ リス が 12．5％と

割合 がず っ と低 くな っ て い る 。

　なるほ ど、も っ とも巨視的な数値で は 、 日

本 の データの 示す値 は小さい が 、 い じめの 実

態を詳 し く分析 し、 個々の 児童生徒が ζの 義．

うない じめ を受けてい るか とい う、い じめの
：；．t

質的な側面に着 目すれば、日本の い じめが深

刻ではない とは決 して言えず 、 む しろ日本の

い じめの 深刻さも示唆する数値とな る。

（5 ）男女別 、 学年別 〔被害経験者〕率

　各国 ごとに 男女別の 〔被害経験者〕率を算

定 してみ た 。 ここ で い う、 男女別 〔被害経験

者〕率 とは 、 それぞ れの 国の 男子 （または女

子 ）の有効回答数 を母数に し、その 中に占め

る男子 （または 女子）の 〔被害経験者〕数の

割合 を計算した もの で ある 。

　すべ て の国におい て 、 男子 も女子 も 〔被害

経験者〕の 割合 は同 じような数値 を示 してい

たが 、 日本 （男子 13 ．0％、 女子 15．8％ 、

p＜．005）、とイギ リス （男子 39．8％、女子 43．6

％、 p＜．05）は 、 女子 の 〔被害経験者〕率が高

く、ノ ル ウ ェ
ー

で は男子の 率の 方が 高か っ た

（男子 25．3％、女子 22．6％p＜．05）。日本 とイ

ギ リス の 2 国にお い て女子の 〔被害経 験者〕

率が高い こ と、
こ の 2国の い じめの手口別の

被害経験率が後述するように似て い るこ と

（「無視 ・仲間はずれ」型 ）とは関連 があ る と

考え られ る。

　次 に各国別 ・学年別の 〔被害経験者〕率を

計算 してみ ると 、 どの 国におい て も 、 学年と

ともに 〔被害経験者〕率が低下 して お り、 有

意水準は ノ ル ウ ェ
ーが pく．05で あるものの、

他は すべ て p＜．001で あ っ た 。とくに 日本 と

イギ リス とは 、

一
貫 して 右下が りの グラ フ に

な っ て い る 。 なお、前 に述べ たとお り、初等

学校 と中等学校との 区切 りは4か国すべ てに

おい て 小学6年と中学 1年との 間にあるが 、
こ

の区切 りにおける割合の 急激な変化はオラ ン

ダを除き3 か国に おいて は認め られなか っ
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た 。 先に見 たように 、 日本 、 イギ リス 、
ノ ル

ウェ
ーに おける、子 どもの 進路の 大きな分岐

点は前期中等教育終了時点（日本では中学校

卒業時）で ある 。

一方、オ ランダでは 、 実質

的に小学校卒業時点が大 きな岐路 とな り、前

期中等学校にお い て も「輪切 り」が行 われ る。

こ うい っ たこ とが 背景 とな っ て 、 オ ラ ン ダの

グラ フ だけが、小学校卒業時点で大きく変化

して い るの ではない か と考え られ る 。

　被害の率だけに注 目すれば、 学年進行 とと

もに い じめが解決 して い くように もとれ る

が 、 そ れは 「解決」 とい うよ りも、 い じめ の

被害を受ける児童生徒が固定化 され 、 そ の い

じめ 自体はむ しろ深刻化 してい るこ とに気づ

く。 各学年の 〔被害経験者〕の 中に 占める高

頻度長期被害者 （週 に 1回以上 の 頻度で い じ

め られ 、 か つ
、 1か月以 上に わた っ て い じめ

られ た被害者）の 割合を計算 してみ る と、ど

の 国 におい て も、高頻度長期被害者の 割合は

学年進行に もか かわ らず、 〔被害経験者〕率

の低下の ようには明確 には減少 して い ない 。

とくにオラ ンダと日本の 高頻度長期被害者の

割合は、む しろ学年 とともに おおむね上昇す

る傾 向にある 。

　〔被害経験者〕の 中に 占める高頻度長期被

害者の 割合 を男女別国別 に る と、日本 の 場

合、男子が 20．0％ 、 女子 が 16．0％と若干男子

の割合が高 くな っ て い る もの の 、 統計的に は

ほ とんど有意差は 見られなか っ た 。 他の 国で

は有意差が なか っ た 。

1 い じめを止めた り、大人な どに しらせ た

（「介入群 」）

2 い じめ には加 わ らなか っ たが 、 面白い と

思 っ た （「面 白が り群」）

3 い じめにかかわ りを持たない ように した

（「不干渉群」）

4 上記以外の態度 を取 っ た （「その 他群」）

　イギ リス ・オラ ン ダ ・日本の 3 ヶ国で 比較

をすると、 イ ギ リス は 「介入群」 の比率が男

女とも他の 2 ヶ 国よ りも多く、
「不干渉群」の

比率が少な くな っ て い る。オ ラ ンダ と日本は

似たような比率 とな っ て い る 。

　こ れ らに つ い て 、 学年ごとに （小 5か ら中

3 まで ）比率を集計す る と、
「介入 群」 の 構

成比は 、 日本に つ い て は学年が上が るご とに

きれい な右肩下が りとなる。イ ギ リス は、中

1を底 にして 両端 が 上が る形で あ る。オ ラ ン

ダは 中 1 まで 下 が っ て 中 2はほぼ 同 じで あ

る 。

一方 「不干渉群」 は 、 日本では きれい な

右肩上が りとなるが、イギ リス では中 2、オ

ラ ン ダで は中 1で ピ ークがあ る 。

　すなわち 、 3 ヶ国の 間で の い じめに対する

子 どもたちの 態度 に はさほ ど大きな差は な

い 。 しか しなが ら、わが国に見 られ る際だ っ

た特徴 として は 、 学年が年長にな るご とに、

学校で起こ るい じめに対 して止め ようとはせ

ず 、 見て見ぬ ふ りをする者が多 くな る こ とが

指摘で きる。

4 ， い じめ見 聞時 の態度 5 ，日本 の い じめ と海 外の い じめ の 違 い

　「い じめ」とい う現象にお い て は、「い じめ」

の加 害者
・被 害者 の周 囲に い る子 どもたち

の 、

「い じめ」 に対す る態度 や行動が 重 要な

意味を持つ こ とが指摘されて い る 。 本発表で

は、学校で 「い じめ」 を見聞 きするこ と （い

じめ見聞）、 および 「あなたは、 2学期 に学

校で い じめが起こ っ た とき、 ふ つ う、 どの よ

うに しましたか」 とい う質問を し、「い じめ」

を見聞き した時の 態度をたずねた。そ して 、

回答を次の 4 群に分類 した 。

（以下は 、 当 日の発表に譲る）
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